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認定・特例認定の申請書・添付書類の一覧 

認定・特例認定ＮＰＯ法人となるための申請書と添付書類は、次のとおりです。 
様式等については、川崎市ホームページ内の「ＮＰＯ法人関連」からダウンロードでき

ます。記載例についても、併せて掲載していますので、ご参照ください。 
 
 

 【表１】認定・特例認定ＮＰＯ法人となるための申請書及び添付書類一覧 

（基準ごとに、必要となる書類には○がついています。） 

提出書類 備 考 

PST 基準 
特例 

認定 

様 式 該 当 

ページ 
相対値 

(原則) 

相対値 

(小規模)  

絶対

値 

条例個

別指定 

認定を受けるための申請書及び添付書類一

覧（兼チェック表） 

― 

○ ○ ○ ○ ― ４ 

特例認定を受けるための申請書及び添付書

類一覧（兼チェック表） ― ― ― ― ○ ５ 

特定非営利活動法人認定申請書 
（第２３号様式） ○ ○ ○ ○ ― ６ 

特定非営利活動法人特例認定申請書 
（第３６号様式） ― ― ― ― ○ ８ 

寄附者名簿（第２４号様式） ○ ○ ○ ― ― 10 

基
準
等
に
適
合
す
る
旨
及
び
欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
旨
を
説
明
す
る
書
類 

認定基準等チェック表 
（第１表 相対値基準・原則用） 

市民からの支

援（ＰＳＴ） 
（いずれかを選

択） 

○ ― ― ― ― 

12 

受け入れた寄附金の明細表 
（第１表付表１ 相対値基準・原則
用） 

16 

20 

認定基準等チェック表 
（第１表 相対値基準・小規模法人
用） 

― ○ ― ― ― 

14 

受け入れた寄附金の明細表 
（第１表付表１ 相対値基準・小規模
法人用） 

18 

20 

社員から受け入れた会費の明細表 
（第１表付表２ 相対値基準用） ○ ○ ― ― ― 21 

認定基準等チェック表 
（第１表 絶対値基準用） ― ― ○ ― ― 24 

認定基準等チェック表 
（第１表 条例個別指定法人用） 
※所轄庁以外の条例指定を受けてい

る場合は条例の写し（公報の写し）
を添付 

― ― ― ○ ― 26 

認定基準等チェック表（第２表） 
活動の対象 

○ ○ ○ ― ○ 28 

認定基準等チェック表 
（第２表 条例個別指定法人用） ― ― ― ○ ― 30 

認定基準等チェック表（第３表） 
運営組織及び

経理 ○ ○ ○ ○ ○ 

32 

役員の状況（第３表付表１） 34 

帳簿組織の状況（第３表付表２）又は

監査証明書 36 



3 
 

認定基準等チェック表（第４表） 

事業活動 ○ ○ ○ ○ ○ 

37 

役員等に対する報酬等の状況 
（第４表付表１） 40 

役員等に対する資産の譲渡等の状況

等（第４表付表２） 41 

認定基準等チェック表（第５表） 情報公開 ○ ○ ○ ○ ○ 44 

認定基準等チェック表 
（第６、７、８表） 

・事業報告書
等の提出 

・不正行為等 
・設立後の経
過期間 

○ ○ ○ ○ ○ 46 

欠格事由チェック表 

欠格事由 ○ ○ ○ ○ ○ 

48 

・滞納処分に係る納税証明書  

・役員等氏名一覧表 50 

寄附金充当予定事業一覧（第２５号様式） 
寄附金充当予

定事業一覧 ○ ○ ○ ○ ○ 51 

 
［参考資料］認定ＮＰＯ法人等として作成等が必要となる書類一覧 

 書類の名称等 区分 備 考 

認定法人等 
として 

毎年作成 
前事業年度の寄附者名簿 ● ・作成の日から起算して５年間備置き 

認定法人等 
として 

毎年提出 

役員報酬規程等提出書（第 35 号様式） ○ 

・毎事業年度初めの３か月以内に提出 
・認定基準等チェック表は、第３表、第３
表付表１・付表２、第４表（初葉）、第５
表、第７表のみ提出 

・作成の日から起算して５年経過した日 
 を含む事業年度の末日まで備置き 

添付書類 
１ 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支

給に関する規程 
２ 資金・資産の譲渡・寄附金等明細書 
（第 32 号様式） 
※「7 資産の譲渡等の内容に関する事項」は 

  提出不要。（備え置き対象） 

３ 基準等チェック表 
（基準に適合する旨を説明する書類の一部） 

欠格事由チェック表 
（欠格事由に該当しない旨を説明する書類） 

 
◎ 
 

◎ 
(●) 

 
◎ 
 

 

助成金を 
支給したとき 

助成金支給実績提出書（第 33 号様式） ◎ 
・助成金の支給後遅滞なく提出 
・作成の日から起算して５年経過した日
を含む事業年度の末日まで備置き 

代表者に 
変更が 

あったとき 
代表者変更届出書（第 31 号様式） ○ ・変更時に遅滞なく提出 

更新の申請
を行うとき 

認定有効期間更新申請書（第 28 号様式） ○ 

・法第 55 条第１項に基づき提出した書類
（役員報酬規程等提出書の添付書類）に
記載した事項は改めて記載する必要はな
い 

添付書類 
１ 基準等チェック表 
（基準に適合する旨を説明する書類の一部） 

欠格事由チェック表 
（欠格事由に該当しない旨を説明する書類） 

２ 寄附金充当予定事業一覧（第 25 号様式） 

 
◎ 
 
 
 

◎ 

その他の必要書類 
・指定ＮＰＯ法人であることを証明する書類
（※） 
・滞納処分に係る納税証明書 
・役員等氏名一覧表 

 
○ 
 

○ 
○ 

区分）●…備え置き対象、○…提出・備え置き対象、◎…提出・備え置き・閲覧対象 
※ 神奈川県の指定ＮＰＯ法人が、ＰＳＴ基準のうち、条例個別指定法人を選択した場合に提出（川崎市の指定ＮＰＯ

法人は提出する必要はありません。） 
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認定を受けるための申請書及び添付書類一覧（兼チェック表） 

申 請 書 ・ 添 付 書 類 
提出 

部数 
チェック 

特定非営利活動法人認定申請書（第２３号様式） １部 ✔ 

１ 寄附者名簿（第２４号様式）（注） １部 ✔ 

２ 認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

一

号

基

準 

イ、ロ、ハのいずれか１つの基準を選択してください。  

 イ 相対値基準・原則 又は 相対値基準・小規模法人  

  
認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・原則用） 

２部 
 

認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・小規模法人用）  

  

受け入れた寄附金の明細表（第 1表付表 1 相対値基準・原則用） 

２部 

 

受け入れた寄附金の明細表（第 1表付表１ 相対値基準・小規模法人

用） 
 

 
 社員から受け入れた会費の明細表（第 1表付表 2 相対値基準用） ２部  

ロ 絶対値基準  

 
 認定基準等チェック表（第 1 表 絶対値基準用） ２部 ✔ 

ハ 条例個別指定基準  

  認定基準等チェック表（第 1 表 条例個別指定法人用） ２部  

二
号
基
準 

いずれかの書類を提出することとなります。  

 認定基準等チェック表（第 2 表） 
２部 

✔ 

 認定基準等チェック表（第 2 表 条例個別指定法人用）  

三
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 3 表） ２部 ✔ 

役員の状況（第 3表付表 1） ２部 ✔ 

帳簿組織の状況（第 3 表付表 2）又は監査証明書 ２部 ✔ 

四
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 4 表） ２部 ✔ 

役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1） ２部 ✔ 

役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4表付表 2） ２部 ✔ 

五
号 

基
準 

認定基準等チェック表（第 5 表） ２部 ✔ 

六
～
八 

号
基
準 

認定基準等チェック表（第 6、7、8表） ２部 ✔ 

欠格事由チェック表 ２部 ✔ 

 

・ 納税証明書（所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書「その４」並び
に関係都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証
明書） 

1 部 ✔ 

・ 役員等氏名一覧表 1 部 ✔ 

３ 寄附金充当予定事業一覧（第２５号様式） ２部 ✔ 

 
（注意事項） 
・ PST 基準のうち、「条例個別指定基準」を選択する法人は、寄附者名簿の添付は必要ありません（法 44②

ただし書）。 

 

この一覧表も、チェック欄に記載をし、 
申請書に添付して提出してください。 

イ、ロ、ハのうち、申請において適

用する基準を選択し、チェック 
※記載例は、ロを選択した場合で、

適用しない基準のチェック欄に

斜線を引いています。 
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特例認定を受けるための申請書及び添付書類一覧（兼チェック表） 

申 請 書 ・ 添 付 書 類 
提出 

部数 
チェック 

特定非営利活動法人特例認定申請書（第３６号様式） 1 部 ✔ 

１ 寄附者名簿（第２４号様式）（注）  

２ 認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

一

号

基

準 

イ、ロ、ハのいずれか１つの基準を選択してください。（注）  

 イ 相対値基準・原則 又は 相対値基準・小規模法人  

  
認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・原則用）  

認定基準等チェック表（第 1 表 相対値基準・小規模法人用）  

  

受け入れた寄附金の明細表（第 1表付表 1 相対値基準・原則用）  

受け入れた寄附金の明細表（第 1 表付表１ 相対値基準・小規模法人

用 ） 
 

 
 社員から受け入れた会費の明細表（第 1表付表 2 相対値基準用）  

ロ 絶対値基準  

 
 認定基準等チェック表（第 1 表 絶対値基準用）  

ハ 条例個別指定基準  

  認定基準等チェック表（第 1 表 条例個別指定法人用）  

二
号
基
準 

いずれかの書類を提出することとなります。 

 認定基準等チェック表（第 2 表） 2 部 ✔ 

 認定基準等チェック表（第 2 表 条例個別指定法人用） 2 部  

三
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 3 表） 2 部 ✔ 

役員の状況（第 3表付表 1） 2 部 ✔ 

帳簿組織の状況（第 3 表付表 2）又は監査証明書 2 部 ✔ 

四
号
基
準 

認定基準等チェック表（第 4 表） 2 部 ✔ 

役員等に対する報酬等の状況（第 4 表付表 1） 2 部 ✔ 

役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第 4表付表 2） 2 部 ✔ 

五
号 

基
準 

認定基準等チェック表（第 5 表） 2 部 ✔ 

六
～
八 

号
基
準 

認定基準等チェック表（第 6、7、8表） 2 部 ✔ 

欠格事由チェック表 2 部 ✔ 

 

・ 納税証明書（所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書「その４」並びに
関係都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明
書） 

1 部 ✔ 

・ 役員等氏名一覧表 1 部 ✔ 

３ 寄附金充当予定事業一覧（第２５号様式） 2 部 ✔ 

（注意事項） 
・ 寄附者名簿及び一号基準に関する書類の添付は必要ありません（法 58②、59 一）。 

 
 

 
 

この一覧表も、チェック欄に記載をし、 
申請書に添付して提出してください。 
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第２３号様式 

特定非営利活動法人認定申請書 

 
 
令和６年 10 月 20 日 

 
 
 
 
 

（宛先）川崎市長 

 
 

 
主たる事務所の  

 
所 在 地  

〒210-8577 

神奈川県川崎市川崎区宮本町１番地 
電話番号 （０４４）２００―×××× 
ＦＡＸ番号（０４４）２００―×××× 

（フリガナ） ﾄｸﾃｲﾋｴｲﾘｶﾂﾄﾞｳﾎｳｼﾞﾝｶﾜｻｷｼ 

法 人 名 称 特定非営利活動法人かわさきし 

（フリガナ） ｶﾜｻｷ  ｲﾁﾛｳ 

代 表 者 氏 名  川崎 一郎               
設 立 年 月 日  平成 19年 11 月 29 日 

本申請において適用するパブ 
リックサポートテスト基準 事 業 年 度 ４月  １日から  

３月 ３１日まで  

過去の認定の有無 
（過去の認定の有効期間） 

有   ・   無 

      年   月   日から 

     年  月  日まで 

  
 
□ 相対値基準・原則 
□ 相対値基準・小規模法人 
□ 絶対値基準 
☑ 条例個別指定法人 

（過去に認定した所轄庁） （             ） 

過去の特例認定の有無 
（特例認定を受けた日） 

有  ・  無 

（××年×月×日） 

（過去に特例認定した所轄庁）  （川崎市） 

認定取消の有無 
（取 消 日） 

有  ・  無 

（     年  月    日） 

（取り消した所轄庁） （             ） 

特例認定取消の有無 
（取 消 日） 

有  ・  無 

（     年  月    日） 

（取り消した所轄庁） （             ） 

特定非営利活動促進法第４４条第１項の認定を受けたいので、申請します。 

（現に行っている事業の概要） 
１ ○○の支援活動 
２ ○○の推進 
３ ○○の普及活動 
４ その他、目的を達成するために必要な事業 
 
 

上記以外の事務所の所在地 責任者の氏名 役 職 
〒２１１－８５７０ 
神奈川県川崎市中原区小杉町３丁目２４５番地 
          電話番号 （０４４）７４４―×××× 
          ＦＡＸ番号（０４４）７４４―×××× 

横浜 太郎 理事 

〒 

 

電話番号 （  ）    ― 

ＦＡＸ番号（  ）    ― 

  

登記事項証明書の 
所在地を記載 

登記事項証明書の 
法人成立の年月日

を記載 

施行規則で定めた様式です。川崎市

以外の様式では受理できません。 

定款に記載された特定非営利活動、その他の事

業のうち、現在行っているものを定款どおりに

記載 

登記事項証明書の 
法人の名称及び 
代表者の氏名を記載 

登記事項証明書の従たる事務所の

所在地の記載と統一 

申請日を記載 
（申請までは空欄） 
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１ 記載要領（第２３号様式） 

 

２ 注意事項 

○ 申請書を提出する日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超える期間が経過していな

ければ認定申請書を提出することができません。 

○ 過去に認定又は特例認定の取消しを受けている場合は、その取消しの日から５年を経過した日以後でなけ

れば認定申請書を提出することができません。 

○ 申請書には、「認定を受けるための申請書及び添付書類一覧（兼チェック表）」に掲げる書類を添付してく

ださい。 

項目 記載要領 備考 
「主たる事務所の所在地」 
「法人名称」 
「代表者氏名」 
「設立年月日」各欄 

登記事項証明書に記載されてい

る情報を各欄に記載してください。 
１ 電話番号及びＦＡＸ番号に

ついては、公開の番号を記載

してください。 
２ 代表者が複数名いる場合

は、全ての代表者の氏名を記

載してください。 
３ 「設立年月日」欄には登記事

項証明書の「法人成立の年月

日」を記載してください。 
（法人の認証年月日ではない

ことに注意してください。） 
過去の認定の有効期間 
取消日 

過去に認定（有効期間の更新を除

く。）又は認定取消しを複数回受け

ている場合は、直近の認定の有効期

間又は取消日を記載してください。 

 

本申請において適用するパブ 
リック・サポート・テスト基準 

申請にあたって適用するパブリ

ック・サポート・テスト基準をチェ

ックしてください。 

 

現に行っている事業の概要 
 

定款に記載されている特定非営

利活動、その他の事業の活動のう

ち、現在行っている事業について定

款の記載どおりに記載してくださ

い。 

特定非営利活動だけでなく、

その他の事業の内容について

も、記載してください。 

上記以外の事務所の所在地 所在地（地番まで記載）、電話番

号、ＦＡＸ番号を記載してくださ

い。 
主たる事務所以外に定款に記載

のある、従たる事務所を全て記載し

てください。 

電話番号及びＦＡＸ番号につ

いては、公開の番号を記載して

ください。 
記載欄が不足する場合は、不

足分を別紙に記載し、提出して

ください。 
責任者の氏名 事務所の責任者の氏名を記載し

てください。 
「事務所の責任者」とは、その

事務所における判断事項につい

て責任を持って判断ができるも

のをいいます。 
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第３６号様式 

特定非営利活動法人特例認定申請書 

 

 
 

令和６年 10 月 20 日 
 
 
 
 

（宛先）川崎市長 

 
 

 
主たる事務所の  

 
所 在 地  

〒２１０－８５７７ 
神奈川県川崎市川崎区宮本町１番地 

電話番号 （０４４）２００―×××× 
ＦＡＸ番号（０４４）２００―×××× 

（フリガナ） ﾄｸﾃｲﾋｴｲﾘｶﾂﾄﾞｳﾎｳｼﾞﾝｶﾜｻｷｼ 

法 人 名 称 特定非営利活動法人かわさきし 

（フリガナ） ｶﾜｻｷ  ｲﾁﾛｳ 

代 表 者 氏 名  川崎 一郎                
設 立 年 月 日  平成 30年 11 月 29 日 

事 業 年 度 ４月１日から ３月３１日まで 

過去の認定の有無  有 ・ 無 

（過去に認定した所轄庁）  （           ） 

過去の特例認定の有無 有 ・ 無 

（過去に特例認定した所轄庁） （           ） 

特定非営利活動促進法第５８条第１項の特例認定を受けたいので、申請します。 

（現に行っている事業の概要） 
１ ○○の支援活動 
２ ○○の推進 
３ ○○の普及活動 
４ その他、目的を達成するために必要な事業 
 
 

上記以外の事務所の所在地 責任者の氏名 役 職 
〒２１１－８５７０ 
神奈川県川崎市中原区小杉町３丁目２４５番地 

電話番号 （０４４）７４４―××××        

ＦＡＸ番号（０４４）７４４―×××× 
 

横浜 太郎 理事 

〒 

 

電話番号 （  ）    ― 

ＦＡＸ番号（  ）    ― 

  

登記事項証明書の所

在地を記載 

登記事項証明書の 
法人成立の年月日 
を記載 

施行規則で定めた様式です。川崎市

以外の様式では受理できません。 

登記事項証明書の

法人の名称及び代

表者の氏名を記載 

定款に記載された特定非営利活動、その他の事

業のうち、現在行っているものを定款どおりに

記載 

登記事項証明書の従たる事務所

の所在地の記載と統一 

申請日を記載 
（申請までは空欄） 
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１ 記載要領（第３６号様式） 

 
２ 注意事項 
○ 申請書を提出する日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超える期間が経過していな

ければ特例認定申請書を提出することができません。 

○ 法人の設立の日から５年を経過していない法人でなければ、特例認定申請書を提出することができませ

ん。 

○ 過去に認定又は特例認定を受けたことのある法人は、特例認定申請書を提出することができません。 

○ 申請書には、「特例認定を受けるための申請書及び添付書類一覧（兼チェック表）」に掲げる書類を添付

してください。 

項目 記載要領 備考 

「主たる事務所の所在地」 
「法人名称」 
「代表者氏名」 
「設立年月日」各欄 

登記事項証明書に記載されてい

る情報を各欄に記載してください。 
１ 電話番号及びＦＡＸ番号に

ついては、公開の番号を記載

してください。 
２ 代表者が複数名いる場合

は、全ての代表者の氏名を記

載してください。 
３ 「設立年月日」欄には登記事

項証明書の「法人成立の年月

日」を記載してください。 
（法人の認証年月日ではない

ことに注意してください。） 

現に行っている事業の概要 

 

定款に記載されている特定非営

利活動、その他の事業の活動のう

ち、現在行っている事業について定

款の記載どおりに記載してくださ

い。 

特定非営利活動だけでなく、

その他の事業の内容について

も、記載してください。 

上記以外の事務所の所在地 所在地（地番まで記載）、電話番

号、ＦＡＸ番号を記載してくださ

い。 
主たる事務所以外に定款に記載

のある、従たる事務所を全て記載し

てください。 

電話番号及びＦＡＸ番号につ

いては、公開の番号を記載して

ください。 

記載欄が不足する場合は、不

足分を別紙に記載し、提出して

ください。 

責任者の氏名 事務所の責任者の氏名を記載し

てください。 

「事務所の責任者」とは、その

事務所における判断事項につい

て責任を持って判断ができるも

のをいいます。 
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第２４号様式 
 

寄 附 者 名 簿 

法人名称 特定非営利活動法人かわさきし 事 業 年 度 令和４年４月１日から 
令和６年３月 31 日まで 

 
寄附者の氏名又は名称 住 所 又 は 事 務 所 の 所 在 地 寄 附 金 の 額 受 領 年 月 日 

川崎 一郎 川崎市川崎区××○丁目○番○号 500,000 円 ××年×月×日 

横浜 太郎 横浜市中区××○丁目○番○号 250,000 円 ××年×月×日 

相模原 洋子 相模原市中央区××○丁目○番○号 200,000 円 ××年×月×日 

幸 和子 川崎市幸区××○丁目○番○号 5,000 円 ××年×月×日 

中原 次郎 川崎市中原区××○丁目○番○号 3,000 円 ××年×月×日 

高津 明子 川崎市高津区××○丁目○番○号 3,000 円 ××年×月×日 

川崎 一郎 川崎市川崎区××○丁目○番○号 10,000 円 ××年×月×日 

匿名寄附  99,850 円 年  月  日 

少額寄附  9,895 円 年   月   日 

 ※以下寄附者数に応じて記載 円 年  月  日 
  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

  円 年   月   日 

小        計（ ×枚目／全 ×枚中） ○○○,○○○円  

合    計 ○○○,○○○円 
 

★すべての受入寄附金と賛助会費を記載します。 
 ＰＳＴでは除外される「役員からの寄附」や匿名寄附、 
 基準額未満の少額寄附等もすべて記載します。 

※匿名寄附や募金箱等の少額寄附は、「住所又は事務所

の所在地」欄は空欄とし、名簿末尾にまとめて記載

します。 
 

★名寄せはせず、一事業年度中に複数回寄附した者がい

れば、年月日別に複数回記載します。 
 

施行規則で定めた様式です。川崎市以

外の様式では受理できません。 実績判定期間中の各事業年度につい

て作成し、提出してください。 

受領年月日順

に記載 

合計欄は、複数枚にわたる場合には、

最終頁のみ金額を記載します。 
 
★事業年度ごとの合計額が、活動計算

書の「受入寄附金」と「賛助会費」

を合計した額と一致していること

を確認してください。 



11 
 

１ 注意事項 
○ 条例個別指定の基準を満たす法人、認定の有効期間の更新を受けようとする法人及び特例認

定特定非営利活動法人としての特例認定を受けようとする法人は、申請書に添付する必要はあ

りません（法 44②、51⑤、58②）。 
○ この寄附者名簿は、毎事業年度初めの３月以内に作成し、その作成の日から起算して５年間

その事務所の所在地（従たる事務所も含みます。）に備え置く必要があります（法 54②）。 
 

  


